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はじめに
　最近国際的に大きな問題となっている環境破壊に
よる地球温暖化は，動植物の生息地や分布にも影響
を及ぼしつつある．この温暖化は熱帯感染症を媒介
する吸血昆虫の生息地や細菌・寄生虫の分布を広げ
るため，感染症の分布地図を塗り替えることになり
かねない．現に世界保健機関（WHO，中島宏事務
局長・東京医大昭和29年卒）は1990年に「気候変
化と健康影響」と題した報告書を発表し，2020年
までに約1．8度前後の気温上昇を予測している．そ
の結果，マラリアやデング熱等の昆虫媒介性の感染
症による被害が地球人口（約58億人）の約半数に
及ぶと警告している．つまり地球温暖化により日本
が亜熱帯化することで，従来は見られなかったよう
な熱帯地域の感染症が流行する危険性が増加する．
この危険性は最近の国際化の波に乗って更に加速さ
れることになる．最も日本においても数十年前まで
は昆虫媒介性の寄生虫疾患やウイルス性疾患が猛威
を奮い，その対策に多くの先人が多大の努力を払っ
てきたことは記憶に新しい．例えば吸血昆虫の蚊を
例にとっても，日本では蚊は重要な感染症の媒介者
としてよりも吸血時の不快感を与えるだけの昆虫と
してのみ認識されがちである．ところが国際交流，
海外渡航が盛んになり，感染症に対し知識を持たな
い邦人が東南アジア，南米，アフリカ等の熱帯地域
に出掛けると，そこでは蚊が様々な感染症の媒介者
として極めて重要な位置を占めていることを思い知
らされる．邦人が熱帯地域で蚊の吸血を受けたとす
ると，ただ痒い不快な昆虫だと感じるだけではすま
ず，マラリアやデング熱等の感染症を心配しなけれ
ばならないのである．
　昆虫が病原体を媒介して起こす疾病は，熱帯・亜
熱帯地域を主とする開発途上国で，いまだに重要な
疾患である．そして，世界の交通網の発達とともに，
熱帯感染症の輸入症例が非流行地の我が国でも報告
され，その数は増加の傾向にある．世界保健機関
（WHO）の国連熱帯医学特別計画（TDR）に掲げ
られた6つの疾病の内，マラリア，フィラリア症，
トリパノソーマ症，そしてリューシュマニア症の4
つは昆虫によって媒介される．
　開発途上国に滞在した経験を持つ研究者は，日本
の研究設備とは比較にならない不十分な環境の中
で，実験データを得ることがいかに困難であるかを
体験することが多い．研究に費やされる時間が同じ
ならば，先進国で研究をした方がよいという考えが
若手研究者のみならずとも台頭してくるのは当然で
ある．しかし，感染症，寄生虫学，微生物学，ウイ
ルス学，公衆衛生を含む熱帯医学に従事する研究者
にとって開発途上国での幾多の困難をも克服した経
験：は，将来の継続した研究活動に役立つと確信して
いる．これらを経験した貴重な人材が国内でもっと
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有効に活用されるように，担当省庁のみならず大学，
研究所等の支援が必要となってくるであろう．
　またWHOはアルマータ宣言で“Health　for　all　by
the　year　2000”（紀元2000年までに全ての人に健康
を）と提唱しているが，その2000年は目前に迫っ
ている．残念ながらマラリアーつを取ってみても，
地球上の約3億近くの人達が本症に苦しみ，世界人
口の約半数の人達は毎日マラリアの恐怖に脅かされ
ながら暮らしている．そしてマラリアは人類の長年
に渡る努力にもかかわらず，撲滅に向かうどころか，
その患者数は逆に増えている地域（国）が多く，大
きな問題となりつつある．例えば，隣国・韓国にお
いては1994年に20人であったマラリア患者が1995
年に107人，1996年に356人，1997年は9月末ま
でに761人に上った．マラリアは日本では戦後間も
なく撲滅され，40年以上国内感染はないとされる．
しかし，地球が温暖化するとマラリアを媒介するハ
マダラ蚊の生息域が拡大し流行する恐れがあること
が予測されている．
　つまり，マラリアとデング熱の感染者は現在は海
外渡航による輸入感染者と海外在留邦人のみである
が，温暖化が進み日本で四季を通じて蚊が活動する
ようになると流行が起こる危険性を一般開業医も含
めて常に念頭においておくことが重要である．
温　暖　化
　一一世紀以上に渡る急速な工業化と人口増加の結
果，人類は重大な危機に瀕している．かってない程，
多くの人々が物に恵まれた裕福な生活を享受してい
る．一方では，飢えに苦しむ数百万の人々が地球を
共通の場として生活しており，熱帯感染症に苦しん
でいる．世界中の疾病，貧困に喘ぐ人々は経済成長
のもたらす恩恵，医療を切望している．しかし，疾
病，貧困を解消するために必要な工業・農業活動は，
既に自然環境に多大なストレスを掛けている．人間
の文明の存立基盤である地球環境を破壊することな
しに，疾病，貧困を緩和する方策を学ばねばならな
い．これは持続的開発への挑戦である．
　地球の温暖化はこの挑戦を具体化した．工業・農
業から排出されるCO2，メタン，その他の温室効
果ガスは地球の温暖化を促進する．さらに気候変動
を起こすガスの排出を減らすためにはどのように製
品を製造し，食糧を生産し，エネルギーを使うかに
ついて根本的な変更を必要とするだろう．このよう
に気候変動と持続的開発の問題は緊密に関連してお
り，また，温暖化と熱帯感染症も密接に関連してい
る．経済成長と環境保護を融和させる政策を必要と
する．
　このような状況のもとで，「人問活動に伴う大量
の温室効果ガスの排出によって地球が温暖化する」
という地球温暖化問題は，1980年代以降多くの研
究者によって研究が続けられ，次第にその重要性が
認識されるようになった．また，1988年には
UNEP（国連環境計画）とWH：0の共催により気候変
動に関する政府間パネル（IPCC）が発足し，1990
年には温暖化問題に関する科学的評価の統一的見解
とも言うべき第一次評価報告書が発表されたところ
である．
　しかし，この問題は地球全体を対象としており，
現象が複雑であることから，研究成果は極めて専門
的で，一般には容易に理解できないものが多い．こ
のためUNEPではこの分野を専門としない人々の
ために，気候変動の要因，気候変動の影響，気候変
動に対する国際的対応等の問題点に関して事項ごと
に簡潔にまとめたファクトシートを作成配布してい
る．このファクトシートは専門外の人々が地球温暖
化問題を調べる上で非常に便利なものとなってい
る．
京都国際地球温暖化防止会議
①京都国際会議の骨子
　1997．12．1～12．10に京都にて開催された地球温暖
化防止会議は世界の170以上の国々，国際機関や
NGOなどが参加し，地球温暖化防止へ向けての具
体的なCO2削減目標を決めるなど国際的な取り組
みが協議された．骨子は以下の通りである．
　i）先進国は2008～2012年にかけ温室効果ガスの
総排出量を全体で1990年比べ5．2％削減する．主
な国別内訳はEU　8％，米7％，日本6％．
　ii）対象ガスは二酸化炭素，メタン，亜酸化窒素
と代替フロン（ハイドロフルオ恥骨ーボン，パーフ
ルオロカーボン）と六フッ化硫黄の計6種類．
　iii）総排出量から森林などの吸収分を差し引くネ
ット方式，先進国間での排出権取引および共同実施
を認める．
　つまり地球温暖化原因となるCO2などの「温室
効果ガス」を現在のまま排出し続けると21世紀末
には地球の平均気温は2度上昇すると予測され，天
（2）
一　384　一 東京医科大学雑誌 第56巻第3号
候の大異変，氷河溶解，海面上昇，森林消失，生態
系崩壊，水不足，食糧危機，感染症・伝染病の増加，
水没都市の続出等，様々な深刻な事態が起こり得る．
そこで各国が一一同に会し協調し，温室効果ガスなど
の数値目標を設定したことは意義深いといえよう．
また，革新的な産業と活動的な社会を持つ日本にお
いては温暖化ガスの抑制を掲げた本会議は，海面の
上昇やその他の障害のコスト，排出量削減による経
済的・環境的利益，市場には顕在化しない測定の難
しい種々のコスト，最も弱い立場にある人々や将来
の世代が負担するコストなどを総合的に考えれば，
強力な京都合意を成立させたことは，あらゆる人々
の利益になると私は確信している．
②途上国へのメッセージ
　現在の途上国には多くの熱帯病，感染症が蔓延し
ている．しかし一方では豊かな自然が残っているこ
とも事実である．環境を壊さずに経済成長を達成す
る持続可能なシステムの構築は先進国だけのためで
はなく，途上国の発展する権利を保障するためにも
必要である．このことは医療設備の充実，医療教育
の発展にも繋がる．また，途上国の人々は先進国の
人々が享受している健康で豊かな暮らしを夢見てい
るが，途上国が先進国の辿った道を同じように歩ん
だとしたら，京都議定書の削減目標などは意味を成
さないであろう．やがては高水準で途上国も足並み
を揃えなくてはならない日々が来ることを認識しな
ければならない．日本に身近なアジア諸国の中にも
重化学工業を優先し，生活環境より産業基盤に重点
を置き経済発展を遂げつつある国も存在する．日本
が辿ってきた道をただ追従するだけでなく，本当の
豊かさの価値を見い出だすことが重要である．我が
国としても，この京都会議を契機として温暖化防止
のための手法を率先して実行に移し，途上国に伝え
ることが責務となるであろう．本会議は温暖化防止
の数値設定以上に我が国の熱帯感染症への取り組み
を加速させるものとなった．
輸入感染症
　我が国の国際化が進んで海外との交流が活発にな
るにつれ，人の往来や輸入食品等によって国内に持
ち込まれる輸入感染症やその病原体の増加が大きな
脅威になっている．輸入感染症とは海外で感染し現
地滞在中または帰国後に発症する疾患で日本には存
在しないか，発生頻度が極めて低いものを指すのが
通例であるが，広義には輸入食品由来の疾患も含め
ている．（Table　1）
　一般臨床家が日常の診療活動において注意すべき
輸入感染症は，腸管感染症4疾患（コレラ，赤痢，腸
チフス，パラチフス）とマラリアである．これらの
5疾患の最近の動向（1990～1995）は（Table　2）に，
診断，治療法の概略については（Table　3）に示す．
これらの輸入感染症が増加した結果，今後の検疫の
強化という課題が残った．
　昭和26年に制定された検疫法では，その後4回
の改正を経て，現在，コレラ，ペスト，痘瘡および
黄熱を検疫伝染病に指定し，検疫港と検疫飛行場で
監視が行われている．痘瘡は1980年にWHOによ
る根絶宣言が出され，検疫の対象から外されたが，
コレラはしばしば東南アジア旅行者による持ち帰り
や，時にはそれに引き続く2次感染がみられる．汚
染食品の輸入も問題で輸入冷凍エビによるコレラの
集団発生や大量の汚染バナナが発見焼却されたこと
がある．ペストは1926年を最後に患者の発生はな
く，黄熱は過去一度も我国で発生したことはないが，
世界では毎年1000人～2000人の発生があり，また
これらの汚染地域からの来航者も増加しつつあるの
で（15～25万人／年）油断はできない．
　このような状況下で新型感染症の侵入に備えるた
め，「社会防衛」の色彩が強い現行の伝染病予防法
を見直す作業を昨年10月から続けてきた厚生省の
小委員会は，「患者の人権に十分配慮し，早期治療
の積み重ねに重点を置いた感染症対策に転換すべき
である」との提言をまとめ，公衆衛生審議会伝染病
Table　l　輸入感染症と検疫伝染病
（i）輸入感染症
（ii）輸入感染症
・ウイルス性
・細菌性
・寄生虫性
コレラ
ペスト
黄熱
痘そう
HIV，　Hepatitis（A，　B，　C），デン
グ熱，狂犬病，ハンターウイルス
肺症候群
細菌性食中毒，腸チフス，旅行者
下痢症
マラリア，リューシュマニア，住
血吸虫症，蠕虫性疾患（蛆虫，鉤
虫，鞭虫），顎口虫症
（注）検疫伝染病も広義の輸入感染症に含まれる．
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Table　2　我が国に持ち込まれた輸入感染症
年次 コレラ 赤痢 腸チフス パラチフス マラリア
1990（平成2）
1991（平成3）
1992（平成4）
1993（平成5）
1994（平成6）
1995（平成7）
63
65
43
89
67
274
588
547
591
576
675
744
55
48
31
45
44
42
20
17
19
22
25
36
49
52
49
51
64
54
資料：厚生省大臣官房統計情報部「平成7年伝染病統計」
Table　3　我が国に持ち込まれた輸入感染症
診断 治療
新鮮な糞便，水様便，吐物などが検：査材料となり， 経口用輸液（ORS；Oral　Rehydration　Solution）や
培養分離した細菌がコレラ菌の症状と一致し，コ 点滴静注による補液療法とテトラサイクリンなど
レラ菌血清診断を行い陽性の場合コレラ菌とす の抗生物質の併用を行う．
る．さらにコレラ菌型別抗血清によるガラス板凝 ＊補液の組成
集反応で小川，稲葉，宇島の3血清型の診断がで 静脈輸液 経口輸液
コレラ きる．また，水様便の場合，生鮮標本を暗視野顕 NaC1　　　　　　　　4gNaCl　　　　　　　　　3．5　g微鏡にて鏡検することにより活発に運動するコレ
焔ﾛが観察される．この標本を用いてコレラ菌運 CH3COONa・3H20　　6．5　gjCI　　　　　　　　　19
NaHCO3　　　　　　　2．5　g
jCI　　　　　　　　　1．5　g
動抑制試験（抗コレラ特異抗体を加え，コレラ菌 ブドウ糖　　　　　　89 ブドウ糖　　　　　209運動抑制がかかるのを確認）を行うことにより診 蒸留水（滅菌）　1，000ml水　　　　　　1，000ml
断できる．
糞便の培養同定であるが，赤痢菌群の細菌は酸に アミノベンジルペニシリンやカナマイシン， スル
弱く，長時間放置していた糞便では培養できない ファメトキサゾールとトリメトプリムの合成（ST
ことがあるので注意が必要である．最も良い本菌 合成）ななどである． 本細菌はRプラスミドによ
赤痢 の分離材料は大腸内視鏡により確認した潰瘍部の る多剤耐性株が知られており，感受性試験による
粘液の培養である．最近，侵入性関連抗原遺伝子 薬剤選択が必要である．
に対するPCR法が応用されつつあり，有望な診断
法である．
腸チフス
pラチフス
発症初期は動脈血培養による本菌の同定である
ｪ，発症2～3週問目に入ると糞便ならびに尿中
ﾉ本夕は培養で検出される．また，発症2～3週
笆ﾚからはWidal反応陽性となる．
クロラムフェニコールとアミノベンジルペニシリ
唐?pいるのが原則であるが，
ﾌ化学療法剤が有効で第1選寸寸に準じて使用さ
q生上重要である．
　　　　　　　　　　　　　　ニユーキノロン回
黷ﾄいる．健常保菌者に対する隔離，治療は公衆
赤血球に寄生しているマラリア原虫をギムザ染色 ①急性期の発熱を抑制するための薬物療法，②再
した薄層血液塗抹標本を用いて顕微鏡下で観察 発防止のための薬物療法， ③生殖母体の駆除を行
マラリア し，確定する．4種類の原虫（三日熱，四日熱，M帯熱，卵形）はそれぞれ特有の形態がある．近
う薬物療法．
ﾕ床的に最も重要なのは発熱抑制療法で，キニン，
年，PCR法，　Dipstick法が主流である． メフロキン，クロロキン， ファンシダール，ハロ
ファントリン， アルテミシニンなどを用いる．
予防部会に報告した．厚生省は部会の意見を踏まえ，
1998年の通常国会に法案を提出する．これに伴い，
エイズ予防法などが廃止され新法に統合される見通
しとなった．この法改正の方針は以下の3点である．
　①現行の伝染病予防法は，患者の隔離によって感
染の拡大を防ぐという発想になっている．報告書は
こうした一律の対応を改め，入院が必要とされる場
合でも，まず保健所長が患者に入院を勧告し，応じ
ない場合にのみ入院命令といった強制手段を採る．
また，患者の家族や感染症が発生した地域の交通遮
断，集会の制限，死体の移動制限等，時代遅れとな
った対策は廃止する．
②現行法は，法定伝染病として11，指定伝染病
として3，届出伝染病として13の感染症を規定し
ている．しかし，痘そう，日本脳炎など特別な対策
の必要がなくなった病気が法定伝染病として残って
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いる一一方，エボラ出血熱など最大限の対策が必要と
される病気については規定がない．報告書は現在分
かっている感染症を感染力や感染した場合の重症度
などに応じて4つに分類し，それぞれについてどの
ような対策が必要であるかを検討した．また．原因
不明の感染症については，最も危険性が高い感染症
と同様の対策をとることを求めている．
　③現行の法体系では，動物から人への感染防止を
目的とした法律は狂犬病予防法だけである．報告書
はサルについて，ウイルス性出血熱など危険性の高
い病気を人に感染させるおそれが強いとの理由で学
術研究目的などの一一部を除いて原則輸入禁止とする
方針を打ち出した．この他に，国の基本方針を基に
各都道府県が感染症予防計画を策定すること，感染
症発生動向の監視を強化すること，感染症患者専門
病床の整備，専門の医師，看護婦の育成を進めるこ
と，海外帰国者の健康状態のチェックを強化する等，
対策が必要であるとしている．
国際伝染病
　現在，国際伝染病（Table　4）と見なされている
ものは，ウイルス性出血熱といわれるもののうち，
ヒトからヒトへ接触感染を生ずる疾患で，ラッサ熱，
エボラ出血熱，マールブルグ病，クリミア・コンゴ
出血熱の4種である．国際伝染病とは伝染力が強く
致死率が高いために厳重な隔離治療が必要とされて
いる感染症である．つまり，①高度安全病棟の建設
②専門家の育成③患者輸送の整備④高度安全検査室
の整備が必要である．例えば，ラッサ熱は野ネズミ
（マストミス）が自然宿主であることがわかってい
るが，いずれも患者の血液，精液，尿，唾液を介し
てヒトからヒトへ直接接触による感染を起こし，感
染した場合の致命率は20～60％と極めて高い．臨
床症状は頭痛，発熱，筋肉痛，出血症状で，ショッ
ク状態で死亡する．潜伏期間は3～10日で初発症状
に特異なものがないため，航空機で国内に持ち込ま
れる危険性は常に存在する．診断は患者からのウイ
ルス分離と血清抗体価の上昇によりなされるが，こ
れらの原因ウイルスは危険度4であるため，一般の
病院や検査室では対処できない．現在，P4レベル
の高度安全病棟が東京都立荏原病院に，また高度安
全検査室が国立感染症研究所（予防衛生研究所，通
称・予研が1997・4に感染症研究所に名称変更され
た）に設置され，アイソレーターを装備した患者輸
送車や特殊防護衣は，成田，関西の両空港検疫所に
整備されているが，今のところ感染者の入国は見ら
れていない．
熱帯医学者の温暖化への挑戦
　日本におけるマラリアの第一一人者である群馬大学
寄生虫学講座の鈴木守教授は，温暖化によるマラリ
アの拡大を予測するための基礎資料を得ることを目
的に，マラリア流行地（中国雲南省）での疫学調査
と沖縄県石垣島における媒介蚊の生態調査を中心に
研究を進めた．中国での現地調査は国外調査である
にもかかわらず，中国側研究機関の協力により当初
の計画を効率的に遂行することができた．また，現
地調査はマラリア流行地域での一年余りに渡るマラ
リア流行並びにマラリア媒介蚊消長に関する継続調
査，そして気温・降水量のモニタリングという，こ
れまでにない総合的な調査を実施することができ，
マラリア流行と気象条件との関連を直接解明する重
要なデータになるものと考える．一一方，沖縄県石垣
島におけるコガタハマダラカの生態調査において
は，これまで不明な点の多かったコガタハマダラカ
幼虫の年間を通じた発生・消長を明らかにすること
を目的に調査を行った．
　次年度以降，中国雲南省では引き続きマラリア流
行に関係すると考えられる社会，経済的な諸情報の
収集を行うとともに，より広域のマラリア流行地を
対象に既存資料の収集をはかる．また，国内におい
ては沖縄本島，奄美諸島におけるマラリア媒介蚊の
生息域を確定するための現地調査を実施するととも
に，マラリア媒介蚊の温度感受性等に関する実験：的
研究を行う予定である．最後に，これらのデータを
用いたマラリア流行モデルを作成し，温暖化の影響
を予測する計画である．
　一一方，私はタイ，ラオス，カンボジア国境のクロ
ロキン耐性熱帯熱マラリア媒介蚊（AnoPhles属）の
分布を調べるため，タイ・バンコクにあるマヒドン
大学熱帯医学部の協力を得て現地調査を行った．
　PHC活動の中心的役割を果たす約30人の地域ボ
ランティアの協力を得て約10，000匹のマラリア媒
介蚊を採集し，DNAライブラリーの構築および免
疫学的スクリーニングによる融合蛋白質の検：出を調
査目的とした．そのためDNAプローブ法（分子生
物学的解析）をコンピューターを用いて行い，マラ
リアの流行モデルの作成を試みた．これらより，ク
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Table　4　国際伝染病
Aat
xv，
病原体 ラッサ熱宴bサ熱ウイルス
エボラ出血熱
Gボラウイルス
マールブルグ病
}ールブルグウイルス
クリミア・コンゴ熱
Nリミア・コンゴ熱ウイルス
発生している
n域
西部アフリカ
iナイジェリア，リベリア）
スーダン，ザイール，
Rートジボアール
元来は西部アフリカだが各地でサル
ﾉよる輸入感染症が発生
東ヨーロッパ，中東，東南アジア，
?南部アフリカ
感染の様式 アフリカ野ネズミ（マストミス）のﾁ液が傷口に触れると感染
感染者の血液や体液が傷口に触れる
ﾆ感染
感染者（感染動物）の体液，排泄物
ｪ傷口に触れると感染
病原体を持つダニに刺されると感染
潜伏期間 7～10日 4～16日 4～9日 1週間前後
臨床症状
悪寒や吐き気など風邪のような症状
ﾌ後，高熱，全身の皮下出血，呼吸
｢難，尿量の減少．不可逆性の知覚
_経性聾
軽い頭痛の後，高熱，激しい下痢，
q吐などが続く．最終的には痙攣を
ｺい，全身の穴という穴から出血す
頭痛，発熱，下痢などに続き，全身
ﾌ発疹，全身の器官からの出血が起
ｱる
高熱，頭痛，筋肉痛などの後，光を
ｿしがり，やがて全身あらゆる部分
ｩら出血が起こる
危険度・予後
治療薬はあるが症状が急激に悪化す
驍ｽめ，ショック症状などで死亡す
驍ｱとが多い．死亡率25％
ウイルスの種類によって違うが，発
a後10日程で患者の80％以上は死
ﾉ至る．治療薬はない
全身から激しい大量出血が起こる
ﾆ，ショックにより大半が死亡。発
ﾇ者全体の致死率は25％
症状の進行が早く，大量出血による
Vョックのため死に至ることもあ
驕D致死率は約50％
予防法 ない ない 輸入動物の検疫の徹底 防虫剤の使用など，ダニに刺されな｢工夫が必要
ヒストリー
1969年，ナイジェリアのラッサ村
ﾅ最初の患者が発生する
1976年，アフリカのザイールとス
[ダンで発生．病名はザイールのエ
{ラ川に因む
1967年，旧西ドイツのマールブル
Oで集団発生したため，地名に因ん
ｾ病名が付けられる
1969年，二つの出血熱の原因が同
ｶだと判明，クリミア・コンゴ出血
Mとまとめられる
懸
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ロロキン耐性熱帯熱マラリア媒介蚊の温暖化による
分布拡大と吸血状態の交互作用を確認できるものと
考える．また，今年度は日本脳炎媒介蚊（Culex属）
の温暖化による分布拡大を予測する計画である．
おわりに
　地球温暖化問題は全地球的な規模での影響の空間
的な広がり，50年後，100年後さらには22世紀へ
の影響が論じられるという時間的な広がりの大きさ
を念頭に置く必要がある．あらゆる生産活動や社会
活動，熱帯感染症の分布がCO2の排出とかかわっ
ているという点が重要である．従って，地球温暖化
問題は人類にとって根深い最大かつ根本的な問題で
あり，人類の健康を考える上では避けて通れない問
題である．一見，地球温暖化と熱帯感染症は関連が
ないように思えるが，年間の海外渡航者数が1，500
万人を越えた日本では，真剣に討議する時期に差し
掛かっているものと思われる．
　謝辞＝稿を終わるに際し，種々の資料について御
教示を頂きました京都大学大学院医学研究科微生物
感染症学講座・光山正雄教授，東京慈恵会医科大学
熱帯医学教室・大友弘士教授，長崎大学熱帯医学研
究所・溝田勉教授に深甚なる敬意を表します．
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